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(57)【要約】
【課題】管状部材の内部に存在する流体の種別を特段の
制約なく簡易に識別することができる流体識別装置及び
流体識別方法を提供する。
【解決手段】超音波を送信する送信用探触子１２と、送
信用探触子１２から送信される超音波のうち管状部材Ｐ
を透過して管内を伝搬する透過伝搬波及び管状部材Ｐの
本体部内を伝搬する本体内伝搬波を受信する受信用探触
子１４と、本体内伝搬波を打ち消すキャンセル波を送信
するキャンセル用探触子１８と、送信用探触子１２で超
音波が送信されてから受信用探触子１４で透過伝搬波が
受信されるまでの時間差に基づいて管状部材Ｐの内部で
の超音波の伝搬速度を算出する音速算出部２４と、音速
算出部２４により算出された伝搬速度に基づいて管状部
材Ｐの内部に存在する流体Ｇの種別を判定する流体判定
部２５と、を備える流体識別装置１。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　管状部材の外周面に配置され、超音波を送信する送信用探触子と、
　前記管状部材の外周面に配置され、前記送信用探触子から送信される超音波のうち前記
管状部材を透過して管内を伝搬する透過伝搬波、及び前記送信用探触子から送信される超
音波のうち前記管状部材の本体部内を伝搬する本体内伝搬波、を受信する受信用探触子と
、
　前記送信用探触子及び前記受信用探触子とは別に前記管状部材の外周面に配置され、前
記本体内伝搬波を打ち消すキャンセル波を送信するキャンセル用探触子と、
　前記送信用探触子で超音波が送信されてから前記受信用探触子で前記透過伝搬波が受信
されるまでの時間差に基づいて前記管状部材の内部での超音波の伝搬速度を算出する音速
算出部と、
　前記音速算出部により算出された伝搬速度に基づいて前記管状部材の内部に存在する流
体の種別を判定する流体判定部と、
を備える流体識別装置。
【請求項２】
　前記キャンセル波の位相、振幅、及び周波数の少なくとも１つを調整する波形調整部を
更に備える請求項１に記載の流体識別装置。
【請求項３】
　前記送信用探触子からの前記本体内伝搬波が前記キャンセル用探触子に到達するまでの
到達時間を表す到達時間データと、前記本体内伝搬波の波形を表す波形データとを、前記
管状部材の材質、管径、及び管厚の少なくとも１つに応じて予め記録した記録装置を更に
備え、
　前記キャンセル用探触子は、前記到達時間データと前記波形データとに基づいて算出さ
れる、前記本体内伝搬波とは逆位相となる波形を有する逆位相波を、前記キャンセル波と
して送信する請求項１又は２に記載の流体識別装置。
【請求項４】
　前記管状部材の軸線と前記受信用探触子とが配置される仮想平面に対して面対称状に配
置される、二つの前記キャンセル用探触子を備える請求項１から３のいずれか一項に記載
の流体識別装置。
【請求項５】
　個別に設けられる前記送信用探触子と前記受信用探触子とが、前記仮想平面上において
前記管状部材を径方向に挟むように対向して配置されている請求項４に記載の流体識別装
置。
【請求項６】
　管状部材の外周面に配置された送信用探触子から超音波を送信する送信ステップと、
　前記管状部材の外周面に配置された受信用探触子により、前記送信用探触子から送信さ
れる超音波のうち前記管状部材を透過して管内を伝搬する透過伝搬波、及び前記送信用探
触子から送信される超音波のうち前記管状部材の本体部内を伝搬する本体内伝搬波、を受
信する受信ステップと、
　前記送信用探触子及び前記受信用探触子とは別に前記管状部材の外周面に配置されるキ
ャンセル用探触子を用いて、前記本体内伝搬波を打ち消すキャンセル波を送信するキャン
セル波送信ステップと、
　前記送信用探触子で超音波が送信されてから前記受信用探触子で前記透過伝搬波が受信
されるまでの時間差に基づいて前記管状部材の内部での超音波の伝搬速度を算出する音速
算出ステップと、
　前記音速算出ステップで算出された伝搬速度に基づいて前記管状部材の内部に存在する
流体の種別を判定する流体判定ステップと、
を備える流体識別方法。
【請求項７】
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　前記受信用探触子で受信される超音波の受信波形に応じて、前記本体内伝搬波と前記キ
ャンセル波との合成波の振幅が全体として前記透過伝搬波よりも小さくなるように、前記
キャンセル波の位相、振幅、及び周波数の少なくとも１つを調整する波形調整ステップを
更に備え、
　前記波形調整ステップで調整されたキャンセル波を前記キャンセル用探触子から送信し
ている状態で、前記流体判定ステップまでの各ステップを実行する請求項６に記載の流体
識別方法。
【請求項８】
　少なくとも前記透過伝搬波が前記受信用探触子で受信される時点以前の所定期間を対象
として、前記波形調整ステップを実行する請求項７に記載の流体識別方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、管状部材の内部に存在する流体の種別を識別するための流体識別装置及び流
体識別方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　地中には、都市ガスを供給するためのガス管や、上水を供給するための上水道管、下水
を回収するための下水道管等の管状部材が埋設されている。土壌の掘削工事を行う際には
、それらの管状部材が露出する場合がある。このような場合には、露出した管状部材が有
効に使用されているものであるか否か、また有効に使用されている場合にはその内部を流
れる流体（例えば、水や都市ガス等）の種別を判定することが必要となる。管状部材が有
効に使用されている場合には、その内部を流れる流体の種別に応じて適切な保安処置を取
る必要があるからである。
【０００３】
　管状部材の内部に存在する流体の種別を判定する手法としては、従来、穿孔による方法
、中性子水分計を用いる方法、クランプオン式の超音波流量計（例えば、下記の特許文献
１を参照）を用いる方法等が利用されてきた。しかし、穿孔による方法では、穿孔作業に
より一旦管状部材が破壊される上に、判定後の復旧作業が必要となるので非効率である。
また、中性子水分計を用いる方法では、非破壊で判定を行うことができるものの、管状部
材の内部に水分が存在するか否かの判定ができるだけであって、水分以外の流体の種別の
判定まではできない。気体用クランプオン式超音波流量計を用いる方法では、非破壊で判
定を行うことができるものの、管状部材の材質、外形、内圧等に関する適用条件に制約が
ある。
【０００４】
　つまり、管状部材の内部に存在する流体の種別を特段の制約なく簡易に識別することが
できる有効な方法は未だ確立していないというのが現状である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００９－２７０８８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、上記の課題に鑑みてなされたものであり、管状部材の内部に存在する流体の
種別を特段の制約なく簡易に識別することができる流体識別装置及び流体識別方法を提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る流体識別装置の特徴構成は、
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　前記管状部材の外周面に配置され、前記送信用探触子から送信される超音波のうち前記
管状部材を透過して管内を伝搬する透過伝搬波、及び前記送信用探触子から送信される超
音波のうち前記管状部材の本体部内を伝搬する本体内伝搬波、を受信する受信用探触子と
、
　前記送信用探触子及び前記受信用探触子とは別に前記管状部材の外周面に配置され、前
記本体内伝搬波を打ち消すキャンセル波を送信するキャンセル用探触子と、
　前記送信用探触子で超音波が送信されてから前記受信用探触子で前記透過伝搬波が受信
されるまでの時間差に基づいて前記管状部材の内部での超音波の伝搬速度を算出する音速
算出部と、
　前記音速算出部により算出された伝搬速度に基づいて前記管状部材の内部に存在する流
体の種別を判定する流体判定部と、
を備える点にある。
【０００８】
　上記の特徴構成によれば、管状部材の外周面に配置される送信用探触子から送信される
超音波のうちの管状部材を透過して管内を伝搬する透過伝搬波が、送信用探触子で送信さ
れてから受信用探触子で受信されるまでの時間差に基づいて、音速算出部により管状部材
の内部での超音波の伝搬速度が算出される。超音波の伝搬速度は媒質となる流体の種別に
応じて異なることから、流体判定部は、上記のようにして算出された伝搬速度に基づいて
管状部材の内部に存在する流体の種別を判定することができる。
　このとき、穿孔する等して管状部材を破壊することなく、しかも管状部材の材質、外形
、内圧等の制約なくその内部に存在する流体（液体及び気体を含む）の種別を判定するこ
とができる。つまり、管状部材の内部に存在する流体の種別を、特段の制約なく簡易に識
別することができる流体識別装置を実現することができる。
【０００９】
　更に、上記の特徴構成によれば、送信用探触子及び受信用探触子とは別に管状部材の外
周面に配置されるキャンセル用探触子から、管状部材の本体部内を伝搬する本体内伝搬波
を打ち消すキャンセル波を送信することができる。そのため、送信用探触子から送信され
る超音波（透過伝搬波及び本体内伝搬波を含む）のうちの本体内伝搬波のみを有効に打ち
消すことが可能となり、本体内伝搬波に対して透過伝搬波を明確に識別することが可能と
なる。つまり、そのようなキャンセル操作を実行しない場合と比較して、受信用探触子が
透過伝搬波を受信する際のＳ／Ｎ比を向上させることができる。よって、透過伝搬波が受
信用探触子で受信されるまでの時間差、及びこれに基づく管状部材の内部での超音波の伝
搬速度を、精度良く算出することができる。従って、管状部材の内部に存在する流体の種
別を精度良く判定することができる。
【００１０】
　ここで、
　前記キャンセル波の位相、振幅、及び周波数の少なくとも１つを調整する波形調整部を
更に備える構成とすると好適である。
【００１１】
　送信用探触子から送信される超音波やキャンセル用探触子から送信されるキャンセル波
はそれぞれ、その伝搬状態で、特定タイミング及び特定位置における状態（振幅、周波数
、及び位相により定まる）を一意的に特定できるものではない。すなわち、これらの波の
状態は、管状部材の材質や形状、或いは外部環境等の条件に応じて様々となる。但し、特
定の条件に関しては、予め予備試験を行い、受信用探触子で逐次受信される受信波（ここ
では、透過伝搬波と本体内伝搬波との合成波）を参照しながら、本体内伝搬波を減衰させ
るようにキャンセル波の調整（主に周波数、発振タイミング、及びその振幅の調整）を行
うことは可能である。一般に、本体内伝搬波は、透過伝搬波に対して先行して受信用探触
子に到達するため、本体内伝搬波が到達してから透過伝搬波が到達するまでの時間領域に
おいて適切なキャンセル波を特定することで、当該本体内伝搬波を有効に打ち消すキャン
セル操作を実現できる。
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　この点に鑑み、上記の構成によれば、例えば受信用探触子で受信される超音波の受信波
形に応じて、キャンセル波の位相、振幅、及び周波数の少なくとも１つを調整することに
より、本体内伝搬波とキャンセル波との合成波の振幅を全体として透過伝搬波よりも小さ
くすることができる。従って、受信用探触子が透過伝搬波を受信する際のＳ／Ｎ比を、測
定時の実情に応じて十分に向上させることができ、管状部材の内部に存在する流体の種別
を精度良く判定することができる。
【００１２】
　また、
　前記送信用探触子からの前記本体内伝搬波が前記キャンセル用探触子に到達するまでの
到達時間を表す到達時間データと、前記本体内伝搬波の波形を表す波形データとを、前記
管状部材の材質、管径、及び管厚の少なくとも１つに応じて予め記録した記録装置を更に
備え、
　前記キャンセル用探触子は、前記到達時間データと前記波形データとに基づいて算出さ
れる、前記本体内伝搬波とは逆位相となる波形を有する逆位相波を、前記キャンセル波と
して送信する構成とすると好適である。
【００１３】
　本体内伝搬波がキャンセル用探触子に到達するまでの到達時間や本体内伝搬波の波形は
、管状部材の材質や管径、管厚等に応じて異なり得る。そのため、上記のように管状部材
の材質、管径、及び管厚の少なくとも１つ以上に応じた到達時間データと波形データとを
記録装置に予め記録して備える構成とすることで、記録装置に記録されたデータに基づい
て、本体内伝搬波とは逆位相となる波形を有する逆位相波を比較的簡易に算出することが
できる。従って、そのようにして算出される逆位相波に基づいて、本体内伝搬波を有効に
打ち消し得るキャンセル波を比較的簡易に送信することができる。
　また、上記のようにして算出される逆位相波をまず送信してみて、更に先に説明したよ
うなキャンセル波の波形調整を行うことにより、本体内伝搬波を有効に打ち消し得るキャ
ンセル波を短時間で特定でき、結果的にそのようなキャンセル波を簡易且つ適切に送信す
ることができる。
【００１４】
　また、
　前記管状部材の軸線と前記受信用探触子とが配置される仮想平面に対して面対称状に配
置される、二つの前記キャンセル用探触子を備える構成とすると好適である。
【００１５】
　この構成によれば、送信用探触子から管状部材の周方向の一方側に向かって伝搬する本
体内伝搬波と、周方向の他方側に向かって伝搬する本体内伝搬波とを、管状部材の軸線と
受信用探触子とが配置される仮想平面に対して面対称状に配置される二つのキャンセル用
探触子により同様の態様で打ち消すことができる。よって、比較的簡易に本体内伝搬波を
打ち消して、受信用探触子が本体内伝搬波を受信する際のＳ／Ｎ比を向上させることがで
きる。
【００１６】
　また、
　個別に設けられる前記送信用探触子と前記受信用探触子とが、前記仮想平面上において
前記管状部材を径方向に挟むように対向して配置されている構成とすると好適である。
【００１７】
　この構成によれば、管状部材の軸線と受信用探触子とが配置される仮想平面上において
、管状部材を径方向に挟むように対向して個別の送信用探触子と受信用探触子とが配置さ
れるので、送信用探触子からの透過伝搬波の減衰が比較的少ない状態でこれを受信用探触
子により受信することができる。よって、例えば送信用探触子と受信用探触子とが共通化
され、管状部材の内周面等での透過伝搬波の反射波が送信用探触子と同じ位置に配置され
た受信用探触子によって受信される場合と比較して、受信用探触子が透過伝搬波を受信す
る際の検出信号（シグナル）が大きくなる。よって、受信用探触子が透過伝搬波を受信す
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る際のＳ／Ｎ比が大きい状態で、管状部材の内部に存在する流体の種別を精度良く判定す
ることができる。
【００１８】
　本発明に係る流体識別方法の特徴構成は、
　管状部材の外周面に配置された送信用探触子から超音波を送信する送信ステップと、
　前記管状部材の外周面に配置された受信用探触子により、前記送信用探触子から送信さ
れる超音波のうち前記管状部材を透過して管内を伝搬する透過伝搬波、及び前記送信用探
触子から送信される超音波のうち前記管状部材の本体部内を伝搬する本体内伝搬波、を受
信する受信ステップと、
　前記送信用探触子及び前記受信用探触子とは別に前記管状部材の外周面に配置されるキ
ャンセル用探触子を用いて、前記本体内伝搬波を打ち消すキャンセル波を送信するキャン
セル波送信ステップと、
　前記送信用探触子で超音波が送信されてから前記受信用探触子で前記透過伝搬波が受信
されるまでの時間差に基づいて前記管状部材の内部での超音波の伝搬速度を算出する音速
算出ステップと、
　前記音速算出ステップで算出された伝搬速度に基づいて前記管状部材の内部に存在する
流体の種別を判定する流体判定ステップと、
を備える点にある。
【００１９】
　この特徴構成によれば、管状部材の外周面に配置される送信用探触子から送信される超
音波のうちの管状部材を透過して管内を伝搬する透過伝搬波が、送信用探触子で送信され
てから受信用探触子で受信されるまでの時間差に基づいて、音速算出ステップで管状部材
の内部での超音波の伝搬速度が算出される。超音波の伝搬速度は媒質となる流体の種別に
応じて異なることから、流体判定ステップにおいて、上記のようにして算出された伝搬速
度に基づいて管状部材の内部に存在する流体の種別を判定することができる。
　このとき、穿孔する等して管状部材を破壊することなく、しかも管状部材の材質、外形
、内圧等の制約なくその内部に存在する流体（液体及び気体を含む）の種別を判定するこ
とができる。つまり、管状部材の内部に存在する流体の種別を、特段の制約なく簡易に識
別することができる流体識別方法を実現することができる。
【００２０】
　更に、上記の特徴構成によれば、キャンセル波送信ステップにおいて、送信用探触子及
び受信用探触子とは別に管状部材の外周面に配置されるキャンセル用探触子から、管状部
材の本体部内を伝搬する本体内伝搬波を打ち消すキャンセル波が送信される。そのため、
送信用探触子から送信される超音波（透過伝搬波及び本体内伝搬波を含む）のうちの本体
内伝搬波のみを有効に打ち消すことが可能となり、本体内伝搬波に対して透過伝搬波を明
確に識別することが可能となる。つまり、そのようなキャンセル波送信ステップを実行し
ない場合と比較して、受信用探触子が透過伝搬波を受信する際のＳ／Ｎ比を向上させるこ
とができる。よって、透過伝搬波が受信用探触子で受信されるまでの時間差、及びこれに
基づく管状部材の内部での超音波の伝搬速度を、精度良く算出することができる。従って
、管状部材の内部に存在する流体の種別を精度良く判定することができる。
【００２１】
　ここで、
　前記受信用探触子で受信される超音波の受信波形に応じて、前記本体内伝搬波と前記キ
ャンセル波との合成波の振幅が全体として前記透過伝搬波よりも小さくなるように、前記
キャンセル波の位相、振幅、及び周波数の少なくとも１つを調整する波形調整ステップを
更に備え、
　前記波形調整ステップで調整されたキャンセル波を前記キャンセル用探触子から送信し
ている状態で、前記流体判定ステップまでの各ステップを実行する構成とすると好適であ
る。
【００２２】
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　先にも説明したように、送信用探触子から送信される超音波やキャンセル用探触子から
送信されるキャンセル波の状態は、管状部材の材質や形状、或いは外部環境等の条件に応
じて様々となる。但し、特定の条件に関しては、予め予備試験を行い、受信用探触子で逐
次受信される受信波（ここでは、透過伝搬波と本体内伝搬波との合成波）を参照しながら
、本体内伝搬波を減衰させるようにキャンセル波の調整（主に周波数、発振タイミング、
及びその振幅の調整）を行うことは可能である。
　この点に鑑み、上記の構成によれば、波形調整ステップにおいて、受信用探触子で受信
される超音波の受信波形に応じて、本体内伝搬波とキャンセル波との合成波の振幅が全体
として透過伝搬波よりも小さくなるように、キャンセル波の位相、振幅、及び周波数の少
なくとも１つが調整される。そして、波形調整ステップで調整されたキャンセル波を送信
している状態で流体判定ステップまでの各ステップを実行する構成とすることで、受信用
探触子が透過伝搬波を受信する際のＳ／Ｎ比を、測定時の実情に応じて十分に向上させる
ことができ、管状部材の内部に存在する流体の種別を精度良く判定することができる。
【００２３】
　また、
　少なくとも前記透過伝搬波が前記受信用探触子で受信される時点以前の所定期間を対象
として、前記波形調整ステップを実行する構成とすると好適である。
【００２４】
　この構成によれば、受信用探触子による透過伝搬波の検出に大きな影響を与え得る、透
過伝搬波が受信用探触子で受信される時点以前の所定期間におけるノイズを、効果的に小
さくすることができる。よって、波形調整ステップの簡易性及び実効性の双方を確保する
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】実施形態に係る流体識別装置の全体構成を示す模式図である。
【図２】送信用探触子から送信される超音波の伝搬状態を示す模式図である。
【図３】キャンセル用探触子の非作動時における受信用探触子での受信波形の一例である
。
【図４】キャンセル用探触子の作動時における受信用探触子での受信波形の一例である。
【図５】その他の実施形態に係る流体識別装置を示す模式図である。
【図６】その他の実施形態に係るキャンセル波送信ステップを概念的に示す模式図である
。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　本発明の実施形態について、図面を参照して説明する。本実施形態に係る流体識別装置
１は、ガス管等の管状部材Ｐの内部に存在するガスＧ（流体の一種）の種別を、非破壊的
に（管状部材Ｐを破壊することなく）判定するためのガス種識別装置である。図１に示す
ように、流体識別装置１は、超音波を送信する送信用探触子１２と、送信用探触子１２か
ら送信される超音波を受信する受信用探触子１４とを備えている。また、流体識別装置１
は、管状部材Ｐの内部を伝搬する透過伝搬波Ｗｔ（図２を参照）の管状部材Ｐの内部での
音速（伝搬速度）Ｖを算出する音速算出部２４と、算出された音速Ｖに基づいて管状部材
Ｐの内部に存在するガスＧの種別を判定する流体判定部２５とを備えている。更に、本実
施形態に係る流体識別装置１は、管状部材Ｐの本体部内を伝搬する本体内伝搬波Ｗｂ（図
２を参照）を打ち消すキャンセル波Ｗｃを送信するキャンセル用探触子１８を備えている
。これにより、管状部材Ｐの内部に存在するガスＧの種別を特段の制約なく簡易に、しか
も精度良く識別することができる。以下、本実施形態に係る流体識別装置１について、詳
細に説明する。
【００２７】
１．流体識別装置のハードウェア構成
　図１に示すように、流体識別装置１は、送信用探触子１２、受信用探触子１４、キャン
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セル用探触子１８、及び制御装置２０を主要な構成として備えている。送信用探触子１２
、受信用探触子１４、及びキャンセル用探触子１８は、それぞれ管状部材Ｐの外周面に接
して配置されている。また、送信用探触子１２、受信用探触子１４、及びキャンセル用探
触子１８は、それぞれ制御装置２０との間で情報の受け渡しを行うことができるように構
成されている。
【００２８】
　送信用探触子（送信用超音波プローブ）１２は、電気と音響とを相互に変換する圧電素
子を含むトランスデューサであり、超音波を送信する超音波送信機器である。このような
圧電素子としては、例えばＰＺＴ（チタン酸ジルコン酸鉛）等の圧電セラミックやＰＶＤ
Ｆ（ポリフッ化ビニリデン）等の高分子圧電素子が用いられる。送信用探触子１２は、圧
電素子の両端に電極が形成された振動子を備えており、制御装置２０からの指令によりそ
の振動子の電極間に電圧が印加されると、圧電素子が伸縮する。この伸縮により振動子か
ら超音波が発生し、発生した超音波は管状部材Ｐに向けて送信される。なお「超音波」は
、気体、液体、固体等の音の媒質が発音体（上記の振動子）の振動を受けて生ずる弾性波
のうち、人間の可聴周波数よりも高い周波数（例えば、２０ｋＨｚ以上）の弾性波である
。
【００２９】
　図２に示すように、送信用探触子１２から送信された超音波は、透過伝搬波Ｗｔと本体
内伝搬波Ｗｂとに分かれてそれぞれの媒質中を伝搬する。ここで、透過伝搬波Ｗｔは、送
信用探触子１２から送信される超音波のうち、管状部材Ｐを透過して管状部材Ｐの内部に
存在するガスＧを媒質として管内（管状部材Ｐの内周面で区画される空間内）を伝搬する
超音波である。
【００３０】
　一方、本体内伝搬波Ｗｂは、送信用探触子１２から送信される超音波のうち、管状部材
Ｐの本体部を構成する材料（例えば、炭素鋼やステンレス等）を媒質として管状部材Ｐの
本体部内を伝搬する超音波である。送信用探触子１２から超音波が送信されたとき、その
一部は管状部材Ｐを透過することなく本体内伝搬波Ｗｂとして管状部材Ｐの本体部内を伝
搬する。本実施形態では、本体内伝搬波Ｗｂは、軸線方向から見た場合に管状部材Ｐの本
体部内を周方向の両側に分かれて伝搬する。すなわち、本体内伝搬波Ｗｂは、図２におい
て管状部材Ｐを周方向の一方側に向かって時計回りに伝搬する波と、周方向の他方側に向
かって反時計回りに伝搬する波とを含む。
【００３１】
　受信用探触子（受信用超音波プローブ）１４は、送信用探触子１２と同様の構成を有す
るトランスデューサであり、超音波を受信する超音波受信機器である。この受信用探触子
１４は、送信用探触子１２から送信される超音波のうち、上述した透過伝搬波Ｗｔ及び本
体内伝搬波Ｗｂの双方を受信する。受信用探触子１４が超音波を受信すると、受信用探触
子１４が有する圧電素子がその超音波の作用により物理的に伸縮する。この伸縮により振
動子の電極間に電位差が発生する。発生した電位差に基づく電気信号は、受信信号として
制御装置２０に送られる。
【００３２】
　本実施形態では、図１及び図２に示すように、これらの送信用探触子１２と受信用探触
子１４とは、それぞれ１つずつ個別に設けられている。また、送信用探触子１２と受信用
探触子１４とは、管状部材Ｐの同じ軸線方向位置において、管状部材Ｐを径方向に挟むよ
うに対向して配置されている。すなわち、送信用探触子１２と受信用探触子１４とは、管
状部材Ｐの軸線Ｌを通る仮想平面Ｚ上において、軸線Ｌを挟んで互いに反対側に配置され
ている。
【００３３】
　本実施形態に係る流体識別装置１は、送信用探触子１２及び受信用探触子１４とは別に
、キャンセル用探触子１８を備えている。キャンセル用探触子（キャンセル用超音波プロ
ーブ）１８は、送信用探触子１２及び受信用探触子１４と同様の構成を有するトランスデ
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ューサであり、送信用探触子１２とは別に超音波を送信する第二の超音波送信機器である
。本実施形態では、流体識別装置１は、このようなキャンセル用探触子１８として二つの
キャンセル用探触子１８ａ，１８ｂを備えている。これら二つのキャンセル用探触子１８
ａ，１８ｂは、管状部材Ｐの軸線Ｌと受信用探触子１４とが配置される仮想平面Ｚに対し
て面対称状に配置されている。なお、「面対称状」とは、多少の位置ずれを有していたと
しても全体としては実質的に面対称であるとみなせることを意味する。
【００３４】
　本実施形態では更に、二つのキャンセル用探触子１８ａ，１８ｂは、送信用探触子１２
及び受信用探触子１４と管状部材Ｐの同じ軸線方向位置において、管状部材Ｐを径方向に
挟むように対向して配置されている。従って、本実施形態では、送信用探触子１２、受信
用探触子１４、及び二つのキャンセル用探触子１８ａ，１８ｂの計４つの超音波探触子が
管状部材Ｐの同じ軸線方向位置において周方向に均等に分散して配置されている。すなわ
ち、管状部材Ｐの周方向に沿って一方側へ向かう送信用探触子１２から受信用探触子１４
までの本体内伝搬波Ｗｂの伝搬経路の中間地点に、第一のキャンセル用探触子１８ａが配
置され、管状部材Ｐの周方向に沿って他方側へ向かう送信用探触子１２から受信用探触子
１４までの本体内伝搬波Ｗｂの伝搬経路の中間地点に、第二のキャンセル用探触子１８ｂ
が配置されている。なお、各探触子１２，１４，１８ａ，１８ｂは、管状部材Ｐの周囲を
取り囲むように設置される所定の取付用治具（図示せず）により位置決めされた状態で、
管状部材Ｐの外周部に配置される。キャンセル用探触子１８ａ，１８ｂは、管状部材Ｐの
本体部内を伝搬する本体内伝搬波Ｗｂを打ち消すキャンセル波Ｗｃを送信する。このキャ
ンセル波Ｗｃの詳細に関しては、後述する。
【００３５】
２．流体識別装置のソフトウェア構成（制御装置の構成）
　図１に示すように、流体識別装置１に備えられる制御装置２０は、第一発信制御部２１
、第二発信制御部２２、受信信号処理部２３、音速算出部２４、流体判定部２５、及び波
形調整部２６を備えている。これらは、互いに情報の受け渡しを行うことができるように
構成されている。なお、図１には、代表的な情報の伝達方向を矢印「→」で示している。
また、上述した各探触子１２，１４，１８と、以下に説明する制御装置２０の各機能部と
が有機的に連携して協働することにより、本発明に係る流体識別方法が実行される。
【００３６】
　第一発信制御部２１は、送信用探触子１２からの超音波の送信（超音波発信）を制御す
る機能部である。第一発信制御部２１は、所定の振幅、及び、主に管状部材Ｐの厚さ（管
厚）に応じて決まる管状部材Ｐの共振周波数のバースト波状の電気信号（電圧信号）を生
成する。なお、管状部材Ｐの共振周波数は、管状部材Ｐの管厚に基づいて算出することが
できる。生成した電気信号は、送信用探触子１２に送られる。送信用探触子１２は、その
受け取ったバースト波状の電気信号を超音波に変換して、管状部材Ｐに向けて超音波パル
スを送信する。第一発信制御部２１により、本発明における「送信ステップ」が実行され
る。
【００３７】
　受信信号処理部２３は、本発明における「受信ステップ」において受信用探触子１４で
受信される超音波に基づく電気信号（受信信号）を受け取り、その受信信号を処理する機
能部である。受信信号処理部２３は、フィルタ等を介して特定の周波数成分の超音波に基
づく電気信号を除去する。また、受信信号処理部２３は、アナログデジタル変換回路（Ａ
／Ｄ変換回路）等を介してアナログ受信信号をデジタル受信信号に変換する。受信信号処
理部２３は、所定周波数域のデジタル受信信号を音速算出部２４及び表示装置４０（モニ
タ等）に出力する。表示装置４０には、受け取った受信信号が受信波形として可視化され
て表示される。また、受信信号処理部２３は、受信信号を後述する波形調整部２６にも出
力する。
【００３８】
　音速算出部２４は、管状部材Ｐの内部での超音波の音速（以下、単に「管内音速」とい
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う場合がある）Ｖを算出する機能部である。音速算出部２４は、受信信号処理部２３から
の受信信号を受け取り、この受信信号を解析することによって管内音速Ｖを算出する。上
記のとおり、送信用探触子１２から送信される超音波には、透過伝搬波Ｗｔと本体内伝搬
波Ｗｂとが含まれる。ここで、管状部材Ｐの内部に存在するガスＧと管状部材Ｐの本体部
を構成する材料との間での音響インピーダンスの差により、透過伝搬波Ｗｔは、本体内伝
搬波Ｗｂよりもかなり送れて受信用探触子１４に到達する。音速算出部２４は、送信用探
触子１２で超音波が送信されてから、それらのうち透過伝搬波Ｗｔが受信用探触子１４で
受信されるまでの時間差ΔＴに基づいて、管内音速Ｖを算出する。音速算出部２４により
、本発明における「音速算出ステップ」が実行される。
【００３９】
　より具体的には、制御装置２０内ではクロックパルス発生回路等によりクロックパルス
が生成されており、音速算出部２４は、送信用探触子１２で超音波が送信されてから受信
用探触子１４で透過伝搬波Ｗｔが受信されたことが検出されるまでのクロックパルス数を
カウントすることにより、それらの間の時間差ΔＴを計測する。音速算出部２４は、計測
された時間差ΔＴの情報と、既知の管状部材Ｐの内径φ（図２を参照）の情報とに基づい
て、管内音速Ｖを算出する。すなわち、音速算出部２４は、管状部材Ｐの内径φを時間差
ΔＴで除算することにより管内音速Ｖを算出する（Ｖ＝φ／ΔＴ）。音速算出部２４は、
算出された管内音速Ｖの情報を流体判定部２５に出力する。
【００４０】
　流体判定部２５は、算出された管内音速Ｖに基づいて管状部材Ｐの内部に存在するガス
Ｇの種別を判定する機能部である。超音波の音速は、媒質となる流体の種別に応じて異な
る。本実施形態では、流体の種別（例えば、水、油、空気、メタンガス等）に応じた超音
波の音速（理論上の音速）の情報が、音速データ３１としてＲＡＭやＲＯＭ等の記録装置
３０に予め記録されている。なお、超音波の実際の音速は媒質の状態によっても変化し得
るため、音速データ３１として、媒質の温度、密度、及び圧力の１つ以上に応じて更に細
分化された音速の情報が記録されている構成とすると好適である。流体判定部２５は、算
出された管内音速Ｖと音速データ３１とを比較して、算出された管内音速Ｖに一致する（
完全に一致するものがない場合には最も近い）音速に対応付けられた流体の情報を音速デ
ータ３１から読み出す。流体判定部２５により、本発明における「流体判定ステップ」が
実行される。
【００４１】
　以上のようにして、流体識別装置１は、管状部材Ｐの内部に存在するガスＧの種別を非
破壊的に判定することができる。図３には、受信用探触子１４での受信波形の一例を示し
ている。この図３から理解できるように、透過伝搬波Ｗｔによる受信信号（透過波シグナ
ル）は、大きな振幅のノイズに重畳されている。このノイズは、主として、管状部材Ｐの
本体部内を伝搬して複数周に亘って周回する本体内伝搬波Ｗｂに起因するものである。こ
のように、透過波シグナルが大きな振幅のノイズに重畳された状態では、Ｓ／Ｎ比（シグ
ナル・ノイズ比）が小さくなり、受信用探触子１４で透過伝搬波Ｗｔが受信された時点の
検出精度が低下する可能性がある。その結果、管内音速Ｖの算出が不正確となり、管状部
材Ｐの内部に存在するガスＧの種別の判定も不正確となる可能性がある。
【００４２】
　上記のような不都合を回避するべく、本実施形態に係る流体識別装置１は、上述したキ
ャンセル用探触子１８を備えていると共に、第二発信制御部２２を制御装置２０に備えて
いる。第二発信制御部２２は、キャンセル用探触子１８からの超音波（キャンセル波Ｗｃ
）の送信（キャンセル波発信）を制御する機能部である。ここで、キャンセル波Ｗｃは、
管状部材Ｐの本体部内を伝搬する本体内伝搬波Ｗｂを打ち消す超音波である。本実施形態
では、４つの探触子１２，１４，１８ａ，１８ｂが管状部材Ｐの外周面に周方向に均等に
分散して配置されるという前提下での到達時間データ３２と波形データ３３とが、記録装
置３０に予め記録されている。
【００４３】
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　ここで、到達時間データ３２は、送信用探触子１２で送信された本体内伝搬波Ｗｂがキ
ャンセル用探触子１８の位置に到達するまでの到達時間（遅延時間）を表すデータである
。波形データ３３は、キャンセル用探触子１８の位置に受信用探触子１４を配置すると仮
定した場合における本体内伝搬波Ｗｂの受信波形を表すデータである。すなわち、キャン
セル用探触子１８の位置を伝搬する本体内伝搬波Ｗｂの、振幅及び周波数に関する情報が
波形データ３３に含まれ、位相に関する情報が到達時間データ３２に含まれている。本実
施形態では、これらの到達時間データ３２及び波形データ３３は、キャンセル用探触子１
８の位置に受信用探触子１４を配置して、その位置において受信用探触子１４により実際
に本体内伝搬波Ｗｂが受信されるまでの時間、及びその際の受信波形を実測した実測デー
タとして予め整備されている。また、送信用探触子１２で送信された本体内伝搬波Ｗｂが
キャンセル用探触子１８の位置に到達するまでの到達時間やその際の受信波形は、管状部
材Ｐの材質や管径、管厚等に応じて異なり得る。そのため、本実施形態では、到達時間デ
ータ３２及び波形データ３３は、管状部材Ｐの材質や管径、管厚の少なくとも１つに応じ
て細分化されて予め記録されている。ここで、「管径」には、内径及び外形の一方又は双
方が含まれる。
【００４４】
　第二発信制御部２２は、到達時間データ３２と波形データ３３とに基づいて、キャンセ
ル用探触子１８の位置に到達する時点における本体内伝搬波Ｗｂと、振幅及び周波数が等
しく且つ逆位相となる（位相がπだけずれている）波形を有する逆位相波を算出する。第
二発信制御部２２は、この算出された逆位相波に対応する電気信号（電圧信号）を生成す
る。生成した電気信号は、キャンセル用探触子１８に送られる。キャンセル用探触子１８
は、受け取った電気信号を超音波（キャンセル波Ｗｃ）に変換して、管状部材Ｐに向けて
そのキャンセル波Ｗｃを送信する。本実施形態では、上記のような到達時間データ３２及
び波形データ３３が記録装置３０に予め記録されているので、これらに基づいて本体内伝
搬波Ｗｂを有効に打ち消し得るキャンセル波Ｗｃを簡易且つ適切に送信することができる
。第二発信制御部２２により、本発明における「キャンセル波送信ステップ」が実行され
る。
【００４５】
　このようにして、キャンセル用探触子１８からは、本体内伝搬波Ｗｂと振幅及び周波数
が等しく且つ逆位相となる波形を有する逆位相波が、キャンセル波Ｗｃとして送信される
。このキャンセル波Ｗｃは、透過伝搬波Ｗｔによる受信信号（透過波シグナル）の検出の
際にノイズとなる本体内伝搬波Ｗｂと干渉して、当該ノイズとしての本体内伝搬波Ｗｂを
打ち消すように作用する。これにより、透過波シグナルの周辺でのノイズの振幅を小さく
してＳ／Ｎ比を向上させることができる。よって、受信用探触子１４で透過伝搬波Ｗｔが
受信されるまでの時間差ΔＴ、及びその時間差ΔＴに基づく管内音速Ｖを精度良く算出す
ることができる。従って、本実施形態に係る流体識別装置１によれば、管状部材Ｐの内部
に存在するガスＧの種別を精度良く判定することができる。
【００４６】
　ところで、一般に超音波は、それぞれその伝搬状態で特定タイミング及び特定位置にお
ける状態を一意的に特定できるものではなく、管状部材Ｐの材質や形状、或いは外部環境
等に応じて様々となる。また、送信用探触子１２から送信される超音波やキャンセル用探
触子１８から送信されるキャンセル波Ｗｃは、それぞれ必ずしも狙い通りの周波数及び位
相を有するとは限らず、実際には多少のずれが生じる場合がある。更に、本体内伝搬波Ｗ
ｂは、管状部材Ｐの本体部内を伝搬する際にはある程度減衰する場合がある。そのため、
例えば理論上は本体内伝搬波Ｗｂを打ち消し得るキャンセル波Ｗｃがキャンセル用探触子
１８から送信されたとしても、Ｓ／Ｎ比の向上効果が比較的小さく抑えられる可能性があ
る。そこで、本実施形態に係る流体識別装置１は、波形調整部２６を制御装置２０に更に
備えている。
【００４７】
　波形調整部２６は、キャンセル波Ｗｃの位相、振幅、及び周波数を調整してキャンセル
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波Ｗｃの波形を調整する機能部である。波形調整部２６は、受信用探触子１４で受信され
る超音波の受信波形に応じて、本体内伝搬波Ｗｂとキャンセル波Ｗｃとの合成波Ｗｓの振
幅が全体として透過伝搬波Ｗｔよりも小さくなるように、キャンセル波Ｗｃの位相、振幅
、及び周波数を調整する。本例では、波形調整部２６は、キャンセル波Ｗｃの位相、振幅
、及び周波数を調整するための調整指令を第二発信制御部２２に出力する。第二発信制御
部２２は、受け取った調整指令に応じた電気信号をキャンセル用探触子１８に出力する。
これにより、キャンセル波Ｗｃの波形が調整される。波形調整部２６と第二発信制御部２
２とが協働することにより、本発明における「波形調整ステップ」が実行される。本実施
形態では、このような波形調整ステップは、例えば表示装置４０に表示された受信信号を
確認しながら、オペレータの手を介して手動で実行される。
【００４８】
　例えば波形データ３３に基づいて算出されるキャンセル波Ｗｃがキャンセル用探触子１
８から送信されたとしても、そのキャンセル波Ｗｃの周波数が本体内伝搬波Ｗｂの周波数
と完全に一致しているとは限らない。同様に、到達時間データ３２に基づいて算出される
キャンセル波Ｗｃがキャンセル用探触子１８から送信されたとしても、キャンセル波Ｗｃ
の位相が本体内伝搬波Ｗｂの位相に対して完全に逆位相となっているとは限らない。その
ため、キャンセル波Ｗｃの周波数を調整して本体内伝搬波Ｗｂの周波数に一致させ、更に
キャンセル波Ｗｃの位相を調整して本体内伝搬波Ｗｂの位相に対して逆位相とすることで
、キャンセル波Ｗｃによる本体内伝搬波Ｗｂの打ち消し効果を向上させることができる。
【００４９】
　また、本体内伝搬波Ｗｂは、管状部材Ｐの本体部内を伝搬する際にはある程度減衰する
ので、キャンセル波Ｗｃの周波数及び位相を上記のように調整したとしても、本体内伝搬
波Ｗｂの減衰の程度に応じて合成波Ｗｓの振幅がある程度の大きさで残る可能性がある。
そのため、更にキャンセル波Ｗｃの振幅を調整することで、キャンセル波Ｗｃにより本体
内伝搬波Ｗｂを極力打ち消すことができる。
【００５０】
　なお実際には、本体内伝搬波Ｗｂには縦波や横波、更には表面波等の複数のモードの波
が含まれており、その他にも様々な要因が複雑に絡み合って合成波Ｗｓが生成する。その
ため、送信用探触子１２で超音波が送信されてから受信用探触子１４で透過伝搬波Ｗｔが
受信されるまでの全期間（図４において、「本体内伝搬波受信時間域」と表示）に亘って
合成波Ｗｓの振幅を完全にゼロとすることは一般に困難である。それでも、上記のような
波形調整ステップを実行することで、測定時の実情に応じて合成波Ｗｓの振幅を大幅に低
減させることができ、透過波シグナルを受信する際のＳ／Ｎ比を大きく向上させることが
できる。
【００５１】
　また、本実施形態では特に、透過伝搬波Ｗｔが受信用探触子１４で受信される時点を含
む、その時点以前の所定期間（これを「対象期間Ｂ」と称する；図４を参照）を対象とし
て、上記の波形調整ステップが実行される。この場合における「所定期間」は、送信用探
触子１２で超音波が送信されてから透過伝搬波Ｗｔが受信用探触子１４で受信されるまで
の全期間を基準として、例えばその１／１０～１／２の長さの期間、或いは１／５～１／
３の長さの期間等とすることができる。図４には、送信用探触子１２で超音波が送信され
てから透過伝搬波Ｗｔが受信用探触子１４で受信されるまでの全期間の１／４の長さの期
間が対象期間Ｂとされている場合の例が示されている。このように、透過伝搬波Ｗｔが受
信用探触子１４で受信されるまでの全期間ではなく対象期間Ｂのみを波形調整の対象とす
ることで、波形調整ステップの簡易性及び実効性の双方を確保することができる。
【００５２】
　これまで説明してきたような第二発信制御部２２及び波形調整部２６を備えていること
に関連して、本実施形態に係る流体識別装置１は、波形調整部２６及び第二発信制御部２
２が有する機能により位相、振幅、及び周波数が調整されたキャンセル波Ｗｃがキャンセ
ル用探触子１８から送信されている状態で、流体判定ステップまでの各ステップが実行さ
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れる。すなわち、合成波Ｗｓの振幅を大幅に低減させることができるように測定時の実情
に応じて調整された波形のキャンセル波Ｗｃがキャンセル用探触子１８から送信されてい
る状態で、受信用探触子１４で透過伝搬波Ｗｔが受信され、受信信号処理部２３により受
信信号が処理され、音速算出部２４により管内音速Ｖが算出され、流体判定部２５により
管状部材Ｐの内部に存在するガスＧの種別が判定される。
【００５３】
　この場合における受信用探触子１４での受信波形の一例を、図４に示している。この図
４と先に示した図３とを比較して良く理解できるように、キャンセル波送信ステップ及び
波形調整ステップを伴うことで、本体内伝搬波Ｗｂに起因するノイズのみが大幅に低減し
、そのようなノイズに対して透過伝搬波Ｗｔによる受信信号（透過波シグナル）が優位な
状態となっている。これにより、本体内伝搬波Ｗｂに対して透過伝搬波Ｗｔを明確に識別
することが可能となっている。すなわち、透過波シグナルを検出する際のＳ／Ｎ比を大幅
に向上させることが可能となっている。従って、音速算出部２４により、上記時間差ΔＴ
及びこれに基づく管内音速Ｖを精度良く算出することができ、更には流体判定部２５によ
り、管状部材Ｐの内部に存在するガスＧの種別を精度良く判定することが可能となってい
る。
【００５４】
　また、本実施形態では、個別に設けられる送信用探触子１２と受信用探触子１４とが、
管状部材Ｐを径方向に挟むように対向して配置される。そのため、送信用探触子１２から
送信された透過伝搬波Ｗｔの減衰が比較的少ない状態で、これを受信用探触子１４により
受信することができる。また、管状部材Ｐの軸線Ｌを通り送信用探触子１２と受信用探触
子１４とが配置される仮想平面Ｚに対して、二つのキャンセル用探触子１８ａ，１８ｂが
面対称状に配置される。そのため、送信用探触子１２から管状部材Ｐの周方向の一方側に
向かって伝搬する本体内伝搬波Ｗｂと、周方向の他方側に向かって伝搬する本体内伝搬波
Ｗｂとを、二つのキャンセル用探触子１８ａ，１８ｂからのキャンセル波Ｗｃにより同様
の態様で打ち消すことができる。すなわち、１つの第二発信制御部２２で二つのキャンセ
ル用探触子１８ａ，１８ｂを同様の態様で制御することができるので、制御装置２０の構
成を簡素化することが可能となっている。
【００５５】
　以上説明したように、本実施形態に係る流体識別装置１によれば、管状部材Ｐの内部に
存在するガスＧの種別を特段の制約なく簡易に、しかも精度良く識別することが可能であ
る。
【００５６】
３．その他の実施形態
　最後に、本発明に係る流体識別装置の、その他の実施形態について説明する。なお、以
下のそれぞれの実施形態で開示される構成は、矛盾が生じない限り、他の実施形態で開示
される構成と組み合わせて適用することも可能である。
【００５７】
（１）上記の実施形態においては、送信用探触子１２と受信用探触子１４とがそれぞれ１
つずつ、個別に設けられている場合を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこ
れに限定されない。すなわち、上記の実施形態における送信用探触子１２及び受信用探触
子１４の双方の機能を兼ね備えた送受信用探触子１６が１つだけ設けられた構成（図５を
参照）とすることも、本発明の好適な実施形態の一つである。管状部材Ｐの内部に存在す
るガスＧと管状部材Ｐの本体部を構成する材料とでは音響インピーダンスが大きく異なる
ので、透過伝搬波Ｗｔの一部は管状部材Ｐの内周面で反射して反射波Ｗｒとなる。反射波
Ｗｒは、管状部材Ｐの内部を、反射前の透過伝搬波Ｗｔとは反対方向に伝搬して送受信用
探触子１６で受信される。この場合、音速算出部２４は、送受信用探触子１６で超音波が
送信されてから、最終的に反射波Ｗｒが送受信用探触子１６で受信されるまでの時間差Δ
Ｔに基づいて、管内音速Ｖを算出することができる。なお、キャンセル用探触子１８とし
て二つのキャンセル用探触子１８ａ，１８ｂを備えている点や、第一発信制御部２１、第
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二発信制御部２２、受信信号処理部２３、流体判定部２５、及び波形調整部２６の機能等
に関しては、上記の実施形態と同様である。
【００５８】
　この場合、図５に示すように、二つのキャンセル用探触子１８ａ，１８ｂは、管状部材
Ｐの軸線Ｌと送受信用探触子１６とが配置される仮想平面Ｚに対して面対称状に配置され
ていると好適である。図示の例では、二つのキャンセル用探触子１８ａ，１８ｂは、更に
送受信用探触子１６と管状部材Ｐの同じ軸線方向位置において、管状部材Ｐを径方向に挟
むように対向して配置されている。
【００５９】
　このような構成では、超音波（透過伝搬波Ｗｔ、反射波Ｗｒ、及び本体内伝搬波Ｗｂを
含む）の送信と受信とを共通の送受信用探触子１６を用いて行うので、それらを個別の超
音波探触子を用いて行う場合と比較して低コスト化を図ることができる。また、例えば判
定対象となる管状部材Ｐが地中に埋設されている場合等であっても、少なくとも送受信用
探触子１６及びキャンセル用探触子１８ａ，１８ｂを配置できる程度に地中から管状部材
Ｐを露出させれば良いので、判定作業を簡易化することができる。なお、透過伝搬波Ｗｔ
の一部が反射して反射波Ｗｒとなる際には減衰して反射波Ｗｒによる受信信号（反射波シ
グナル）の強度は小さくなるが、キャンセル用探触子１８からキャンセル波Ｗｃが送信さ
ることにより、本体内伝搬波Ｗｂに起因するノイズが大幅に低減するので、特に問題はな
い。
【００６０】
（２）上記の実施形態においては、波形調整部２６がキャンセル波Ｗｃの位相、振幅、及
び周波数の全てを調整する場合を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに
限定されない。すなわち、波形調整部２６は、キャンセル波Ｗｃの位相、振幅、及び周波
数のうちの１つ又は２つを調整する構成とすることも、本発明の好適な実施形態の一つで
ある。
【００６１】
（３）上記の実施形態においては、波形調整ステップが、表示装置４０に表示された受信
信号を確認しながらオペレータにより手動で実行される場合を例として説明した。しかし
、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、例えば所定のアルゴリズムに基づ
いて、波形調整部２６により自動的に波形調整ステップが実行される構成とすることも、
本発明の好適な実施形態の一つである。
【００６２】
（４）上記の実施形態においては、透過伝搬波Ｗｔが受信用探触子１４で受信される時点
以前の期間であって、送信用探触子１２で超音波が送信されてから透過伝搬波Ｗｔが受信
用探触子１４で受信されるまでの全期間のうちの一部の期間のみが対象期間Ｂとされてい
る場合を例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち
、例えば送信用探触子１２で超音波が送信されてから透過伝搬波Ｗｔが受信用探触子１４
で受信されるまでの全期間が対象期間Ｂとされた構成とすることも、本発明の好適な実施
形態の一つである。また、透過伝搬波Ｗｔが受信用探触子１４で受信される時点を含むそ
の前後の所定期間が対象期間Ｂとされた構成とすることも、本発明の好適な実施形態の一
つである。
【００６３】
（５）上記の実施形態においては、記録装置３０に予め記録された到達時間データ３２及
び波形データ３３に基づいてキャンセル波Ｗｃの波形が決定される場合を例として説明し
た。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、例えば受信用探触子１
４での本体内伝搬波Ｗｂの受信をトリガーとして、その実際に受信される本体内伝搬波Ｗ
ｂに基づいてキャンセル波Ｗｃの波形が決定される構成とすることも、本発明の好適な実
施形態の一つである。この場合における基本概念を図６に模式的に示している。この図に
示すように、受信用探触子１４で本体内伝搬波Ｗｂが実際に受信されるまでの時間（「受
信時間」と表示）及びその際の受信波形に関する実測データから、本体内伝搬波Ｗｂがキ
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ャンセル用探触子１８の位置に到達するまでの時間（「遅延時間」と表示）及びその位置
における波形が推定され、その推定遅延時間と推定波形とに基づいてキャンセル波Ｗｃの
波形が決定される構成とすることができる。
　或いは、予め設定された一律の位相及び波形を有するキャンセル波Ｗｃが送信される構
成とすることも、本発明の好適な実施形態の一つである。この場合、波形調整ステップが
高い重要性を有することになる。
【００６４】
（６）上記の実施形態においては、流体識別装置１が波形調整部２６を備えている場合を
例として説明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、例えば
キャンセル用探触子１８が本体内伝搬波Ｗｂを完全に打ち消すことができるキャンセル波
Ｗｃを当初から送信することができる場合等には、波形調整部２６を備えず、波形調整ス
テップが実行されない構成とすることも、本発明の好適な実施形態の一つである。
【００６５】
（７）上記の実施形態においては、４つの探触子１２，１４，１８ａ，１８ｂが管状部材
Ｐの同じ軸線方向位置において周方向に均等に分散して配置されている場合を例として説
明した。しかし、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、少なくとも二つの
キャンセル用探触子１８ａ，１８ｂが仮想平面Ｚに対して面対称状に配置されていると好
適であり、二つのキャンセル用探触子１８ａ，１８ｂが送信用探触子１２と受信用探触子
１４との中間地点ではなくいずれかに近接する位置に配置された構成とすることも、本発
明の好適な実施形態の一つである。或いは、二つのキャンセル用探触子１８ａ，１８ｂが
仮想平面Ｚに対して面対称状とはならない位置に配置された構成とすることも可能である
。
【００６６】
（８）上記の実施形態においては、流体識別装置１を管状部材Ｐの内部に存在するガスＧ
の種別を判定するためのガス種識別装置に適用した場合を例として説明した。しかし、本
発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、例えば水、アルコール、油等の液体も
、流体識別装置１による流体種別の判定対象とすることができる。
【００６７】
（９）その他の構成に関しても、本明細書において開示された実施形態は全ての点で例示
であって、本発明の実施形態はこれに限定されない。すなわち、本願の特許請求の範囲に
記載されていない構成に関しては、本発明の目的を逸脱しない範囲内で適宜改変すること
が可能である。
【産業上の利用可能性】
【００６８】
　本発明は、管状部材の内部に存在する流体の種別を識別するための流体識別装置及び流
体識別方法に利用することができる。
【符号の説明】
【００６９】
１　　　　流体識別装置
１２　　　送信用探触子
１４　　　受信用探触子
１６　　　送受信用探触子
１８　　　キャンセル用探触子
２４　　　音速算出部
２５　　　流体判定部
２６　　　波形調整部
３０　　　記録装置
３２　　　到達時間データ
３３　　　波形データ
Ｐ　　　　管状部材
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Ｌ　　　　軸線
Ｇ　　　　ガス（流体）
Ｗｔ　　　透過伝搬波
Ｗｂ　　　本体内伝搬波
Ｗｃ　　　キャンセル波
Ｗｓ　　　合成波
ΔＴ　　　時間差
Ｖ　　　　音速
Ｚ　　　　仮想平面

【図１】 【図２】
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